
２．金融商品の時価等に関する情報
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

 投資有価証券及び有価証券
満期保有目的の債券 5741894730 5550778142  191116588
その他有価証券 801352735 801352735 

 減価償却引当特定資産（＊２） 339918534 339918534 
 現金及び預金 15288515699 15288515699 
 未収附属病院収入 6109101524

徴収不能引当金（＊３）  23268009
6085833515 6085833515 

 大学改革支援・学位授与機構
債務負担金 （268324154） （265682691）（ 2641463）

 長期借入金 （13565108000） （12584535223）（ 980572777）
 リース債務 （587358373） （583279307）（ 4079066）
 ＰＦＩ債務 （372234646） （297817838）（ 74416808）
 未払金 （7097212796） （7097212796） （）

（＊１） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
（＊２） 減価償却引当特定資産には、預金339918534円が含まれています。
（＊３） 未収附属病院収入に計上している徴収不能引当金を控除しています。
（注１） 市場価格のない株式等は次のとおりです。

（単位：円）

区 分 貸借対照表計上額

関係会社株式 20900000

その他の関連会社有価証券 28107068

その他有価証券 28000
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（注２） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
三つのレベルに分類しています。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しています。

有価証券及び投資有価証券

             

国債、地方債及び社債は相場価格を用いて評価しています。これらは活発な市場で取引されて
いるため、その時価をレベル１の時価に分類しています。
減価償却引当特定資産

           

減価償却引当特定資産は預金で構成されています。預金は帳簿価額をもって時価としておりま
す。
未収附属病院収入

        

未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証による回収見込額等を用いた
割引現在価値法により時価を算定しており、レベル３の時価に分類しています。その他の未収附
属病院収入は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、帳簿価額をもって
時価としています。
大学改革支援・学位授与機構債務負担金、長期借入金及びリース債務

                                

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しています。

［賃貸等不動産関係］
該当ありません。
［土地の譲渡に伴う資本金の減少関係］
該当ありません。
［資産除去債務関係］
１．資産除去債務の概要
土壌汚染対策法の規定に基づく土壌調査に係る業務、フロン回収・破壊法等の規定に基づく除去
時の費用負担に係る義務、放射線障害防止法の規定に基づく放射性同位元素等を使用している建物
の放射線の除去に係る義務です。
２．資産除去債務の金額の算定方法
負債計上した資産除去債務の金額の算定にあたっては、支出発生までの見込期間を５年～50年と
見積り、割引率は０％～2319％を使用しています。
３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 102749235円
当期増加額 2692839円
当期減少額  339600円
時の経過による調整額 1110491円

                                           

期末残高 106212965円

                                           

［収益認識に関する注記］
当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第77における収益に重要性が乏しいため、注記を
省略しています。
 収益の分解情報
当法人は教育・研究・診療業務及びその他の事業を実施しており、基準第77を適用する取引に
係る主なサービス等の種類と収益の額は、附属病院の診療による附属病院収益33605109119円、
施設利用権設定による雑収入85714286円です。
 収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
す。
 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

当該事業年度末における施設利用権の設定に係る残存履行義務に配分された取引価格の総額
は、2742857142円であり、当法人は、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて令
和５年度から令和39年度までの間で収益を認識することを見込んでいます。
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